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１ 農業委員会 （農業委員会事務局） 

農業委員会は、地方自治法及び農業委員会等に関する法律に基づき設置・運営されており、農地制

度の適正な執行や農地等の利用の最適化の推進など、都市農業の振興に積極的に取り組んでいる。 

 

(1) 農業委員会の組織 

    ①農業委員会委員（市長による任命）        14 人 

 ②農地利用最適化推進委員（農業委員会が委嘱）    13 人 

 

(2) 令和 3年度会議開催状況 

        月 

 

会 議 

R3 

4 

 

5 6 7 8 9 10 11 12 

R4 

1 

 

2 3 計 案件数 

総       会 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 2 13 151 

運営委員会  1      1    1 3 7 

地区協議会 (注) 1   1   1 1 1 1 1 1 8 101 

計 2 2 1 2 1 1 2 3 2 2 2 4 24 259 

（注）地区協議会は、2地区で開催（延べ 16 回） 

 

(3) 農地の利用調整 

  ① 農地の権利移動 

    耕作目的での農地の所有権移転・賃借権の設定などの農地の権利移動については、農地法による

許可が必要である。 

 

令和 3年度農地の権利移動状況（農地法第 3条） 

区   分 件 数 面  積 （㎡） 

委員会許可 64 77,457 
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  ② 農地転用 

    農地を農地以外のものにする農地の転用については、農地法による届出または許可が必要である。 

令和 3年度農地転用状況（農地法第 4条、第 5条） 

区 分 件数 面積（㎡） 
農地法第 4 条 農地法第 5 条 

件数 面積（㎡） 件数 面積（㎡） 

届 出 216 139,967 129 73,646 87 66,321 

許 可 69 70,982 7 2,544 62 68,438 

合 計 285 210,949 136 76,190 149 134,759 

 

  ③ 各種証明の発行 

    各種証明等の発行状況は次のとおりである。 

 

令和 3 年度各種証明等の発行状況 

区     分 件数 面積（㎡） 

相続税・贈与税の納税猶予に関する適格者証明 33 66,258 

相続税・贈与税の納税猶予に係る農業経営継続証明 134 334,001 

農業従事証明 9 2,365 

登記官等からの照会に係る調査 81 59,920 

その他の証明 144 181,683 

合     計 401 644,227 

 

(4) 農用地の流動化の促進 

    認定農業者など効率的・安定的な経営体への農地の利用集積を推進するため、農業経営基盤強化

促進法による利用権の設定を促進している。 

流動化実績総数の状況 
   

 
件数 筆数 面積（㎡） 

令和 3年度末（令和 4 年 3月 31 日現在）の流動化の状況 594 977 908,143 

内訳 

令和 2年度末（令和 3年 3月 31 日）現在流動化されていた

もの 
562 945 874,167 

令和 2年度に意見決定したもののうち、令和 3年度に効力

が生じたもの 
101 159 139,248 

令和 3年度に意見決定し、3 年度に効力が生じたもの 93 133 123,216 

令和 3年 3月 31日から令和 4年 3 月 30日までの間に 

期間満了、又は合意解約されたもの 
△162 △260 △228,488 
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(5) 農業者年金 

    農業者の老後の保障と福祉の向上を期して、農業者年金制度の周知に努めている。 

 

農業者年金の加入状況                  （令和4年3月31日現在） 

区     分 人  数 （人） 

被 保 険 者 14 

受  給  者 47 

待期者（受給権取得者） 3 

 

(6) 情報提供活動 

    「さかい農委だより」の発行・農業委員会活動パネル展の開催のほかホームページの充実に努め、

農業者への農業に関する情報提供並びに市民の農業への理解を促進している。 

 

(7) 指導相談活動 

    農業者からの相談に対する助言・指導並びに農業者の要望をくみ取り、これにきめ細かく応えて

いくなど、日常的に委員活動に取り組んでいる。 

 


